
Ⅲ 労 働 市 場 の 概 要

⒈ 雇用失業情勢の概要

平成23年の福島県経済は、個人消費をみると、店舗等の被災、生活必需品の需要増はあったものの

消費の自粛ムードの広がり、前年度のエコカー補助金終了の反動による乗用車需要の大幅な減少など

の影響により減少した。国の対前年比の減少率よりも、大型小売店販売額で1.6ポイント、乗用車新

規登録台数で4.5ポイント低い落ち込みとなった。

生産活動は、工場などの被災に加え、海外経済の減速、円高の進行、タイの大洪水によるサプライ

チェーンの混乱などもあって、大幅に悪化した。国の対前年比の減少率よりも、鉱工業生産指数で8.8

ポイント、同出荷指数で10.8ポイント、大口電力使用量で10.7ポイントの大きな落ち込みとなった。

労働では、現金給与総額指数が前年より4.5％増加し、国の対前年比の2.4%増よりも2.1ポイント

増となっているが、所定外労働時間指数や常用雇用指数は国の対前年比の減少率よりも前者が6.4ポ

イント減、後者が7.3ポイント減となっており、大幅な落ち込みとなった。※１

⑴ 需要面では、大型小売店販売額は全店舗ベースで総額2,178億円、対前年比2.5％減となり、3年連

続で前年を下回った。乗用車新規登録台数は54,736台、対前年比20.8％減となり、2年ぶりに前年を

下回った。新設住宅着工戸数は7,826戸、対前年比16.2％減となり、3年連続で前年を下回った。公

共工事請負金額は1,909億円、対前年比5.7％減となり、2年連続で前年を下回った。業務用建築物着

工棟数は1,588棟、対前年比3.7％減となり、6年連続で前年を下回った。生産活動は、大震災による

工場の停止などにより、大幅に悪化した。鉱工業生産指数は82.1、対前年比11.1％減となり、2年ぶ

りに前年を下回った。※２

⑵ 平成23年の工場立地状況は、工場設置届出件数が、総件数で52件（前年42件）となり、前年に比

べ増加したものの厳しい立地状況となった。※３

地区別では、いわき地区が16件と最も多く、次いで、県南地区が11件、県中地区と会津地区が各

9件、県北地区が5件、相双地区が2件となっている。業種別では、木材・木製品製造業が5件と最

も多く、次いで非鉄金属、金属製品、はん用機械器具、業務用機械器具、電子部品・デバイス・電子

回路、電気機械器具、輸送用機械器具製造業が各4件となっている。

⑶ 平成23年度の企業整備状況は、104件整備人員2,573人となり、件数で前年度比12.6％減少、人

員で40.1％減少した。※４

産業別では、製造業が67件1,538人と最も多くなっている。地域別では、県北地域が10件374人、

県中・県南地域が43件1,056人、会津地域が26件597人、いわき地域が18件394人、相双地域が

7件152人となっている。

⑷ 平成23年度の新規求人数（学卒を除きパートを含む）は、156,211人で前年度比51.3％増加した。

これを産業別でみると、建設業で135.3％増となったのをはじめ、サービス業で70.0％増、公務・

その他で 66.7％増、生活関連サービス・娯楽業で 57.8％増、宿泊・飲食サービス業で 51.2％増、医

療・福祉で35.9％増、製造業で35.7％増など全ての産業で増加となった。

一方、新規求職申込件数は139,524件で対前年度比3.8％増加し、月間有効求職者数は年度平均で

46,720人と、前年度平均の45,109人より3.6％増加した。また、有効求人倍率の年度平均は0.66倍



となり、前年度平均0.45倍から0.21ポイント上昇した。

就職件数は 49,596 件と前年度比 21.5％の増加となり、新規就職率（新規求職申込件数に対する就

職件数の割合）は35.5％と前年度比5.1ポイント上昇した。

⑸ 雇用保険の運営状況は、受給資格決定件数が年度計で 43,783 件と前年度比 48.8％増加となり、受

給者実人員の月間平均は17,821人で前年度比59.6％増加した。

平成23年度の雇用失業情勢は、平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う地震・津波被害、

東京電力福島第一原子力発電所における重大な原子力事故により、事業所の休廃止、県内外への住民

の避難、風評被害等が発生し雇用情勢は極めて深刻な状況となった。このため、一時的に求職者が急

増し雇用保険受給者も大幅に増加したが、建設業を中心とした震災復興関連求人等の増加により雇用

失業情勢は徐々に改善し、月間有効求人倍率は平成23年11月には（0.70倍）まで上昇し全国平均0.69

倍を10年６ヵ月ぶりに上回った。

資料出所

※１、※2「福島県年次経済報告書 2012 年版」中の「平成 23 年の福島県経済の概況」より抜粋

※3 「平成 22 年工場立地状況について（福島県企業立地課）」より抜粋

※4 「人員整理 10 人以上、公共職業安定所調べ」



新規求人数の年度別・月別状況（パートを含む）

産業別新規求人状況

22／21年度 23／22年度

（注）パートタイムを含む。
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３．新規学校卒業者の職業紹介状況

(1) 進路状況
平成24年3月中学校卒業者は20,194人で、前年度比3.3％の減少となった。
これを進路別構成比でみると、高等学校等進学者98.1％、専修学校等入学者0.8％、

就職者0.3％、無業･その他0.8％となっている。
高等学校卒業者は19,100人で、前年度比3.2％の減少となった。
これを進路別構成比でみると、大学等進学者43.1％、専修学校等入学者23.8％、

就職者28.2％、無業・その他4.8％となっている。

中学校卒業者の進路状況

項目 高等学校等 専修学校等

総 数 うち就職 うち就職 就職者 無業その他

年次 進 学 者 進学者 入 学 者 入学者

平成18年３月卒業者 22,851 22,338 28 164 1 97 252

平成19年３月卒業者 23,127 22,593 15 161 1 92 281

平成20年３月卒業者 22,333 21,873 11 122 1 91 235

平成21年３月卒業者 21,807 21,372 10 134 1 58 232

平成22年３月卒業者 21,930 21,529 18 142 0 46 213

平成23年３月卒業者 20,887 20,465 1 141 0 60 221

平成24年３月卒業者 20,194 19,809 8 165 0 55 165
資料出所：福島県企画調整部情報統計領域「学校基本調査報告書」（平成24年3月卒業者は速報により計上。）

高等学校卒業者の進路状況

項目 大 学 等 専修学校等

総 数 うち就職 うち就職 就職者 無業その他

年次 進 学 者 進学者 入 学 者 入学者

平成18年３月卒業者 22,449 8,868 14 5,539 44 6,590 1,452

平成19年３月卒業者 22,209 9,141 15 5,096 33 6,709 1,263

平成20年３月卒業者 20,833 8,882 10 4,237 28 6,576 1,138

平成21年３月卒業者 20,214 8,778 9 4,251 23 5,994 1,191

平成22年３月卒業者 20,524 9,042 15 4,832 39 5,272 1,378

平成23年３月卒業者 19,726 8,351 9 4,567 35 5,405 1,403

平成24年３月卒業者 19,100 8,235 12 4,553 22 5,391 921
資料出所：福島県企画調整部情報統計領域「学校基本調査報告書」（平成24年3月卒業者は速報により計上。）

中学校から高等学校への進学率は98.1％で、前年度より0.1ポイント上昇し、全国平均
（98.3％）より0.2ポイント下回った。

高等学校から大学・短期大学等への進学率は43.1％で、前年度より0.8ポイント上昇
したが、全国平均（53.5％）より10.4ポイント下回った。

一方、就職率をみると、中学校卒業者は0.3％で、前年度と同率であった。
高等学校卒業者は28.2%で、前年度より0.8ポイント上昇した。



(２) 職業紹介状況
求人数を前年度比でみると、中学校で13.9％の増加、高等学校は14.9％の増加となった。
また、就職者数を前年度比でみると、中学校で1,100％の増加、高等学校では1.2％の増加とな

った。
県内就職率は、前年度に比べ中学校で75.0ポイントの増加、 高等学校は6.4ポイントの減少

となった。
求人倍率は、中学校で44.5ポイントの減少、高等学校では0.17ポイントの増加となった。

新規中学校卒業者の求人・就職状況
項目

求人数 県内求人 県外求人 就職者数 県内就職率 県外就職率

年次 （構成比） （構成比） （構成比） （構成比）

平成18年３月卒業者 316 8.9 91.1 28 67.9 32.1 ％

平成19年３月卒業者 357 7.6 92.4 33 66.7 33.3

20年３月卒業者 467 7.5 92.5 19 68.4 31.6

21年３月卒業者 450 5.6 94.4 14 28.6 71.4

22年３月卒業者 110 10.9 89.1 12 100.0 0.0

23年３月卒業者 108 0 100.0 1 0.0 100.0

24年３月卒業者 123 8.9 91.1 12 75.0 25.0

新規高等学校卒業者の求人・就職状況
項目

求人数 県内求人 県外求人 就職者数 県内就職率 県外就職率

年次 （構成比） （構成比） （構成比） （構成比）

平成18年３月卒業者 9,372 66.8 33.2 5,502 76.7 23.3 ％

10,623 65.4 34.6 5,759 74 26

中 学 校

高 等 学 校

平成19年３月卒業者 10,623 65.4 34.6 5,759 74 26

20年３月卒業者 10,702 61.4 38.6 5,740 72.1 27.9

21年３月卒業者 9,984 59.4 40.6 5,306 69.9 30.1

22年３月卒業者 5,679 68.2 31.8 4,550 70.4 29.6

23年３月卒業者 5,628 71.6 28.4 4,747 73.3 26.7

24年３月卒業者 6,467 70.3 29.7 4,806 66.9 33.1

新規学校卒業者の求人倍率

2.47 2.34 2.14 1.90 1.65 1.55 1.55 1.43 1.49 1.62 1.7 1.84 1.86 1.86 1.23 1.16 1.33

4.61 4.01 4.63 4.63 4.46 4.06
5.72 5.13

6.78 6.87 7.52
8.93

24.58

18.75

5.79

54.0

9.5

0.00

3.00

6.00

9.00

12.00

15.00

18.00

21.00

24.00

27.00

30.00

33.00

36.00

39.00

42.00

45.00

48.00

51.00

54.00

平成8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年

（倍）

高等学校
中学校



４．雇用保険業務取扱状況

（1） 適用状況
平成24年3月末の適用事業所数は31,182事業所で、前年度に比べ1.73％（531事業所）の

増加となった。
また、被保険者数は509,654人で、前年度に比べ1.32％（6,852人）の減少となった。

雇用保険適用状況
項目 適用事業所数 被保険者数 雇用保険 雇用保険

年度 指 数 指 数 資格取得者数 資格喪失者数

19年度 30,629 100.0 512,128 100.0 108,954 93,868

20年度 30,329 99.0 509,578 99.5 99,756 102,674

21年度 30,444 99.4 512,698 100.1 94,624 90,732

22年度 30,651 100.1 516,506 100.9 98,895 92,824

23年度 31,182 101.8 509,654 99.5 110,394 116,334
（注）１．適用事業所数及び被保険者数は各年度末現在数。

２．雇用保険資格取得者数及び雇用保険資格喪失者数は各年度計。

３．短時間労働被保険者を含む。（平成１９年１０月以降当該区分を廃止し、一般被保険者に統合している。）

４．指数は、平成１9年度を100としている。

被保険者の産業別構成比をみると、製造業が29.1％と最も大きく、以下卸売・小売業、医療・福祉、
サービス業と続いている。
次に、雇用保険被保険者の資格取得、喪失状況をみると、資格取得者数は110,394人、資格喪失者数

は116,334人で、取得者数が喪失者数を5,940人下回った。
また、年度の月平均入職率は1.83％、離職率も1.93％と入職率が離職率を0.1ポイント下回った。

（2） 給付状況
受給資格決定件数は前年度に比べ48.8％増加、受給者実人員は59.6％の増加となっている。

雇用保険給付状況雇用保険給付状況
項目 離 職 票 受給資格 初 回 受 給 者

年度 提出件数 決定件数 受給者数 実 人 員
19年度 2,465 2,441 2,025 9,169
20年度 3,394 3,345 2,811 11,217
21年度 3,032 3,119 2,965 17,354
22年度 2,511 2,453 2,169 11,167
23年度 3,756 3,649 3,353 17,818

（注）１．各数値は年度の月平均。

２．短時間労働被保険者を含む。（平成１９年１０月以降当該区分を廃止し、一般被保険者に統合している。）

月別雇用保険給付状況
項目 受給資格決定件数 初回受給者数 受給者実人員 給付延日数

実 数 前年同月比 実 数 前年同月比 実 数 前年同月比 実 数 前年同月比

月別 （％） （％） （％） （％）

平成23年 4月 14,188 218.4 10,208 252.2 18,056 41.2 446,942 38.6

平成15年 5月 8,039 197.3 8,990 232.7 23,753 103.0 649,117 131.9

平成15年 6月 3,560 60.0 4,308 88.3 25,816 101.2 722,752 107.7

平成15年 7月 2,571 13.8 2,409 18.6 23,862 91.9 593,005 92.1

平成15年 8月 2,313 4.1 2,874 33.7 22,609 84.8 628,331 103.6

平成15年 9月 2,136 1.5 1,917 ▲ 4.2 19,965 73.1 527,703 74.8

平成15年10月 2,203 ▲ 11.2 1,719 ▲ 5.5 18,128 66.9 463,947 78.0

平成15年11月 1,826 ▲ 14.1 1,848 ▲ 9.4 15,744 51.5 424,716 62.8

平成15年12月 1,520 ▲ 14.7 1,480 ▲ 21.1 13,838 36.2 330,281 33.9

平成24年 1月 1,923 ▲ 20.4 1,513 ▲ 7.6 12,233 24.9 315,609 29.6

2月 1,738 ▲ 10.9 1,625 ▲ 19.2 10,540 11.4 255,929 16.0

3月 1,766 ▲ 34.8 1,347 ▲ 47.8 9,304 ▲ 5.2 222,943 ▲ 14.1
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